
１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価方法

　　基本財産及びその他の固定資産である売買目的外の有価証券の評価方法は、時価法により行って

　いる。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　棚卸資産の評価は、総平均法による原価基準により行っている。

（３）固定資産の減価償却

　　減価償却の方法は、建物、構築物、建物附属設備及び無形固定資産については定額法（旧定額法

　により行っている。有形固定資産にあっては間接法により、無形固定資産にあっては直接法により

　減額している。但し、事業の用に供している取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３

　年間で均等償却、20万円以上30万円未満のものは即時償却している。

（４）引当金の計上基準

　　　　退職給与引当金・・・期末の給与月額の総額に相当する額を計上している。　　退職給付引当金は、期末退職給料の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

（５）消費税等の会計処理

税込み方式で行っている。

２　基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本財産預金 756,160 756,160

投資有価証券 499,243,840 499,243,840

500,000,000 0 0 500,000,000

県民文化振興基金

県民文化振興基金預金 10,447,667 10,447,667

10,447,667 0 0 10,447,667

特定資産

建物附属設備 115,449 49,523 65,926

事業安定特定預金 142,837,828 160,529 142,677,299

従業員福利厚生特定預金 6,813,034 701,521 973,986 6,540,569

退職給付引当預金 105,607,287 11,525,080 121,281 117,011,086

美術館特定費用準備資金 9,110,000 19,000,000 9,110,000 19,000,000

歴史民俗資料館特定費用準備資金 0 7,075,000 7,075,000

坂本龍馬記念館特定費用準備資金 12,600,000 12,600,000

文学館特定費用準備資金 4,900,000 11,560,000 4,900,000 11,560,000

281,983,598 49,861,601 15,315,319 316,529,880

792,431,265 49,861,601 15,315,319 826,977,547

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

　含む）により、その他の有形固定資産（美術品等資産は除く）については定率法（旧定率法含む）

科　　　　目

小　　計

小　　計

合　　計

小　　計



３　基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の財源等の内訳

基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

基本財産預金 756,160 (0) (756,160) (0)

投資有価証券 499,243,840 (0) (499,243,840) (0)

500,000,000 (0) (500,000,000) (0)

県民文化振興基金

県民文化振興基金預金 10,447,667 (0) (10,447,667) (0)

10,447,667 (0) (10,447,667) (0)

特定資産

建物附属設備 65,926 (0) (65,926) (0)

事業安定特定預金 142,677,299 (0) (142,677,299) (0)

従業員福利厚生特定預金 6,540,569 (0) (6,540,569) (0)

退職給付引当預金 117,011,086 (0) (0) (117,011,086)

美術館特定費用準備資金 19,000,000 (0) (19,000,000) (0)

歴史民俗資料館特定費用準備資金 7,075,000 (0) (7,075,000) (0)

坂本龍馬記念館特定費用準備資金 12,600,000 (0) (12,600,000) (0)

文学館特定費用準備資金 11,560,000 (0) (11,560,000) (0)

316,529,880 (0) (199,518,794) (117,011,086)

826,977,547 (0) (709,966,461) (117,011,086)

科　　　　目

小　　計

小　　計

合　　計

小　　計



１　基本財産及び特定資産
基本財産については、財務諸表の注記に記載しているので省略する。

２　引当金の明細
(単位：円)

当期減少額
目的使用

退職給付引当金 105,607,287 11,525,080 121,281 117,011,086

附属明細書

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高


